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日・韓の公的年金制度の体系の比較分析

要約

本稿は政策移転の観点から日本と韓国の公
的年金制度の成立と変遷について比較分析を
行った． 韓国の公的年金制度は形成期にお
いては日本の厚生年金と国民年金を学び，再
編期における類似なパラメトリックな改革を
行い，日本を先発国とする雁行形態論を支持
することが確認された．一方，文脈化によっ
て異なっている点は，形成期においては制度
の発足当時から国庫負担がなされていないこ
とと，一元化モデルとなっていること，そし
て再編期には日本とは異なる仕組みでの基礎
年金が導入されたことが明らかになった．今
後，同じ課題に対する解答を求める際，日韓
相互に，有効な教訓を引き出しあるいは政策
的な含意を導かれるための諸研究の基礎的な
資料として役に立つと期待される．

1．はじめに

20 世紀半ば，工業化を開始した韓国にと
って日本の産業化の戦略や技術知識の移転が
役に立ったのは確かである．後発工業国とし
ての韓国は相対的に先進国であった日本の産
業化戦略や技術体系などを，より迅速かつ安
く用いることができ，いわゆる後発性の利益
を享受したと言える．後発工業国としてのア
ジア諸国の経済発展を説明する研究のなか
に，アジア経済をキャッチアップ型工業化論
からアプローチする立場がある（Shin，
1996；末廣，2000）．これらの研究によれば，
後発性の利益を前提とするキャッチアップを
実現するためには，技術移転，国内条件，社

会的能力などが必要となる．
こういった後発性の利益は単に産業化・工
業化に止まらない．というのは，社会政策の
形成においても適用可能と考えられるから
だ．この場合は政策移転が中核になり，また
その政策を内部化できる国内条件とアクター
の役割などが強調される．技術移転によるキ
ャッチアップの過程では既存の技術を乗り越
える技術の革新が求められることになる．そ
れに対し，政策移転は他国の政策や制度を学
習し，いかに自国化あるいは文脈化するのか
が課題である（de Jong at el．，2002）．
本稿は政策移転の観点から韓国の社会保障
制度，とくに公的年金制度の成立と発展を日
本の経験に照らして比較を試みるものであ
る．そこで日韓比較を通じて，基本的に次の
論点について明らかにする．第 1に，両国の
公的年金制度における皆年金の確立過程をた
どるうえで，その発展パターンの特徴を明ら
かにする．特に，後発国である韓国の発展パ
ータンにおいて，雁行形態論が有効であるの
かを検証する．第 2に，具体的な制度の設計
や内容のレベルで，日本モデルを基準とし韓
国の制度がどれほど異なっているかを明らか
にする．前者は，理論として平行的論証の比
較方法を利用し，長期的にわたる動態的なプ
ロセスに注目し，また共通点が強調され主と
して普遍化を目指している．後者の文脈対照
比較は，ある時点での横断的な比較に注目し，
それぞれの国家の主な特殊性および独自性を
明 ら か に す る（Skocpol，1984，1994；
Philips，1990）．こういった分析の結果に基
づいて今後の改革に関する政策的な選択肢を
提案する．
日本と韓国の比較研究には次のようなメリ
ットが考えられる．国家の諸特性に関する国
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家の類型（families of nations）という概念
が提示されている（Castles，1993；de Jong 
et al．，2002）．これは国際比較研究において
特定の国（群）は他の国（群）より類似性が
多いことを示す．上記のように韓国の工業化
の段階では個別の技術体系のみならず，行政
機関や社会政策など様々な制度設計にも多か
れ少なかれ日本の事例の影響を受けていた．
たとえば，1973 年に制定された国民年金福
祉法は，韓国で公的年金制度を導入しようと
した最初の試みであり，もともとこの法案は
1970 年代当時の日本の厚生年金制度を参考
にして作られたと言われている（国民年金研
究院，2013；国民年金編纂委員会，2015）１）．
つまり，韓国は公的年金制度の成立と拡大過
程において先駆けて経験した日本のモデルを
追いかけながら発展してきたと想定できる．
したがって，韓国にとって日本との比較は他
国との比較より，質の高い比較研究を行うこ
とが可能であると考えられる．
本研究ともっとも関連する研究として，

Kown（2009）は日本と韓国，そして台湾を
分析対象とし，医療と介護保険制度の導入と
発展において雁行形態的発展を提示してい
る．本稿は Kown（2009）の分析対象には除
かれた公的年金制度を対象として，その理論
を検証する．さらに，彼の研究ではあまり検
討されていない，政策移転の過程における文
脈化によって異なっている制度の具体的な内
容を比較し，それぞれの国家の特徴を明らか
にする．結論的にいえば，韓国の公的年金制
度は形成期においては日本の厚生年金と国民
年金を学び，再編期における類似なパラメト
リックな改革を行い，日本を先発国とする雁
行形態論を支持することが確認された．一方，
文脈化によって異なっている点は，形成期に
おいては制度の発足当時から国庫負担がなさ
れていないことと，一元化モデルとなってい
ること，そして再編期には日本とは異なる仕
組みでの基礎年金が導入されたことが明らか
になった．本稿の分析により，日韓相互のみ
でなく，特に新興国・途上国における年金政
策を考える上で貢献できると思われる．
本稿の構成は以下の通りである．第 2章で

は研究方法を提示する．第 3章では，日韓の
公的年金制度の成立から現在に至るまでの経
緯を振り返りつつ比較を行う．次に第 4章で
は，3章の分析結果に基づき，日韓の公的年
金制度の発展経路における類似点と相違点を
考察する．最後にまとめを提示する．

2．研究方法

2.1　東アジアにおける比較研究と政策移転
最近，東アジア諸国・地域，とくに日本と
韓国の社会保障政策あるいは比較福祉国家論
の関心が高まっている２）．理論的かつ実証的
な比較研究が盛んになるなか，その方法論的
な課題はまだ残っている．本節では，先行研
究で提起された課題を整理した後，本研究の
仕組みを紹介する．
東アジアにおける社会政策の比較研究の課
題として，次の点が挙げられる．第 1に，既
存の比較研究は比較対象となる国・地域・政
策において，共通の基準に沿った丁寧な分析
を欠いていることが多い．この種の研究は他
国の制度や政策を工夫し自国に導入する必要
性を強調することが主な目的である．このよ
うな比較研究について，埋橋（1997）は厳密
にいえば比較研究ではなく，外国研究あるい
は地域研究と命名されるべきものであると述
べている．また，武川（2006）は現段階にお
ける典型的な比較研究は，1冊の書物のなか
で，東アジア諸国のうちの一国ないし東アジ
ア数ヵ国に 1章ずつ割り当てて分析していく
というものであると指摘している．いずれも，
比較の結果から類似点や相違点を見出し，他
国とくらべた自国の特徴や位置づけを試みる
という観点の欠如を指摘している．
第 2には，ある時点のみでの比較研究が抱
えている課題である．この種の研究は主にエ
スピン－アンデルセンの福祉レジーム論に基
づいた研究であり，比較から得られた分析結
果をどう解釈すべきかという問題が生じる． 
すなわち，アジア諸国の間に存在する現在の
相違が発展段階の違いに由来するものか，そ
れとも類型の違いに由来するものなのかを見
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極めることが容易でないという点である（武
川，2006）．
第 3は，上記の課題を克服するため，先発
国と後発国との時間差をどのように考えるべ
きかという点である．ここで重要なのは，歴
史的な視点を十分考慮することである．金
（2008）は，韓国の経験の特殊な問題は，後
発国の福祉国家化の歴史的問題が軽視されて
いることに起因するものであると指摘し，遅
滞と後発という概念を取り上げ，後発福祉国
家としての韓国という視点を明確にした．要
するに，東アジアにおける社会政策の国際比
較研究の質を高めるためには，共通の比較基
準を設定すること，そして時系列的な経路の
視点を取り込んだ，横断的な類型論の方法論
が必要である（金編，2010）．
以上を踏まえ，日韓の公的年金制度の発展
経路と類型において類似点と相違点を明らか
にするために，日本から韓国への年金制度の
移転という前提の上で議論を展開する．後発
国の福祉や社会保障制度は，常に他の先発国
の経験や事例に影響を受けることが普通であ
る（Pierson，2004）．このように，異なる国
家が似通った政策や制度を採択するという現
象に対し，政策移転という概念が提示されて
いる．DolowitzとMarsh（1996）は，政策
移転を「政策，行政の調整，制度に関する知
識が，ある時期またはある地域，もしくは双
方において，政策，行政の調整，制度の形成
に活用される」ことと定義している．
この定義からすれば， 政策移転の観点を取
り込むことは次のような点で，上記の方法論
的な限界を補うことができると考えられる．
先ず，先発国から後発国への移転というよう
に，それ自体に時間的概念が含まれており，
前・後という時間差を視野にいれ，後発性を
考慮することができる．
次に，政策，行政の調整，制度に関する知
識が活用されることは，先発国の制度をその
ままコピーすることや断線的なキャッチアッ
プ過程として捉えるものではないことを意味
する（金，2008）．政策移転のプロセスは主
に 2つの段階を通じて適用される（Lambio，
2014）．第 1 の段階は，政策移転の発生

（occurrence of policy transfer）で，政策の
知識やアイディアが如何に波及あるいは普及
され，誰が実際の政策移転を決定するプロセ
スに関与するかを含めている．第 2は，文脈
的な作用（Contextual interaction）で，移
転された政策が与えられた文脈のなか如何に
相互作用するかの段階である．このことは，
先発国の政策や制度が後発国に移転されたと
すれば，両国は類似化の傾向をとるもので，
逆に受け入れ側の文脈化によって変更あるい
は修正を加えたとすれば，両国は異質性をも
つようになる．したがって，制度の具体的な
内容の比較を通じて，比較される国の特徴が
明らかになる．
本稿は福祉国家あるいは社会保障政策のな
か，とくに公的年金制度に注目するもので，
次の点を念頭に置く必要がある．第 1に，年
金は社会保障制度の中で，医療とならび最も
長い歴史を持つものであり，多くの現代国家
において GDPの 10％以上を説明する中核的
な制度である（Esping-Andersen, 1990）．第
2に，年金財政は政府の財政と深く関わりを
持つ場合が多い．そして，政府は年金給付の
費用負担原理を規定するのみでなく，積立金
の運用など，より長期的な国の財政政策に関
する意思決定を行う．従って，公的年金制度
の歴史的な制度化のプロセスを分析すること
によって，国家ごとに異なる福祉国家のダイ
ナミズムを解明に役立つと考えられる．　 
分析対象はかつて両国で行った公的年金制
度の改革である．そこで，歴史的な視点を取
り組むために時期を区別することが重要であ
る．両国の異なる歴史的な発展段階のもとで，
大別して制度の形成期と再編期にわけてそれ
ぞれの時期に行われた改革を事例とする．ま
た，再編期における改革はパラダイマティッ
クな改革とパラメトリックな改革にわけるこ
とができる（Holzmann，2003）．前者は，
新しい制度の創設あるいは既存の制度が質的
に大きく変わる等，制度そのものを改革する
ことで，後者は保険料率，給付水準，スライ
ド調整等，既存の制度を維持しながら年金パ
ラメーターの調整による改革を示すものであ
る．したがって，日本の場合は 1940 年代か
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ら 1960 年代までを，そして韓国の場合は，
日本にくらべ 30 年程度の遅れた 1970 年代か
ら 1990 年代後半までを形成期とする．そし
て日本は 1985 年代以降から，韓国は 1990 年
代後半から再編期とする．

2.2　公的年金制度の比較基準
現在社会保障制度のなか一つの中核になっ
ている公的年金制度は大きく 2つの起源を持
っている．一つは，1889 年のドイツの年金
制度で，もう一つは 1891 年デンマークと
1898 年ニュージーランドの年金制度である．
前者は，保険方式を基本とし所得に応じた保
険料と給付を支給する所得比例年金で，後者
は扶助方式を基本としその財源を税から賄
い，高齢貧困の防止する制度である．こうし
た 2つのタイプの制度は 1世紀以上にわたっ
て世界各地で順次的に拡散され，現在は両タ
イプの組み合わせを採用してることが普通で
ある．
世界各国の年金制度の体系を比較するため
の様々な類型化が提示されている（Gillion 
at. el.，2000；Holzmann，2005；OECD，
2013）．特に，OECD（2013）は，基礎的な
部分としての 1階部分をより細かく分類して
おり，本稿は OECDの類型化モデルを採用
する．同モデルは私的・公的年金制度の体系
を大きく 3階に分類し，1階は全国民を普遍
的にカバーする所得再分配的な部分，2階は
公的年金であれ，私的年金であれ，強制的に
加入する保険部分，そして任意加入との形で
個人年金の3階部分と位置づけている．次に，
一階をミーンズテスト付き給付（Resource 
tested），基礎的給付（Basic），最低給付
（Minimum） の 3 つ に 分 類 し て い る．
Barr＆ Diamond（2006）によれば，公的年
金制度の目的は，個人的な観点からすれば，
老後所得保障のための消費の平準化と保険機
能が挙げられている．ちなみに社会政策とし
て高齢貧困の防止と再分配を加えている．こ
の OECDの分類によれば，前者の 2つの目
的が 2 階と 3 階に果たされ，後者の 2 つが，
1階部分を通じて図れることになる．
公的年金制度を運営することは，このよう

な目的を図るための財源の配分どのようにす
るのかに他ならない．そこで， Barr ＆
Diamond（2006）は年金制度のタイプにつ
いて 2つの項目を挙げている．一つは財政運
営方式による積立方式と賦課方式で，もう一
つは負担と給付のリンクの度合いによって確
定給付型（Defined Benefit）と確定拠出型
（Defined Contribution），そしてみなし拠出
立て型（Nominal Defined Benefit）の分類
である．彼らは年金給付費を賄う財源として，
保険料か税かという財政調達方式に関しては
明示的に提示していないものの，この方式も
年金財政を運営するに重要な項目であると考
えられる．日本と韓国の場合は両国とも，過
去の納付期間や報酬額によって定まれた所得
代替率を保障する確定給付型であり，本稿は
主に財政方式を基準に比較を行う．年金制度
は，労働市場と金融市場，そして再分配など
の分野に関わっているが，本稿は特に 1階部
分の基礎的給付に関して，そこに投入される
国庫負担のあり方，そして社会保険の所得再
分配機能に注目する．

3．日韓の公的年金制度の比較

3.1　形成期における比較
3.1.1　 日本の公的年金制度の形成期：1940

年代～ 1950 年代
図 1は両国の公的年金制度の成立と発展過
程を整理したものである．以下では，公的年
金制度の形成過程を概説しつつ比較を行う．
日本の公的年金制度は 1942 年施行された
労働者年金保険に起源をもつ．同制度により
10 人以上の事業所の男子工場労働者が強制
加入の対象となり，老齢・障害・遺族年金の
3種の給付が備えられた．保険料と給付額は
報酬に応じた完全な所得比例の仕組みであ
り，いわゆる典型的なビスマルク型の社会保
険であった．給付額の財源としては 10 分の
1 に相当する金額を国庫負担で賄い，当初か
ら税方式の要素も一部取り込まれていた．そ
して，財政方式は完全積立方式を目指して，
その積立金資産は国債・他の福祉事業に投資
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し運用することにした．同制度は 1944 年改
革によって，その名称を厚生年金保険に改め
るとともに，適用範囲をホワイトカラーおよ
び女子，そして 5人以上の事業所の被用者ま
で拡大された．この 2つの改革は現在日本の
厚生年金制度の骨格をなすものである．
こうした厚生年金は敗戦とともに僅か 5年
も過ぎず制度の崩壊の危機的状況に陥ってし
まった．戦後， 1954 年の新厚生年金法により
大きな転換を迎えることになった．その一つ
の特徴は，従来の報酬比例のみであった年金
給付の仕組みを報酬比例制と定額部分の二階
建て構造に置き換えたことである．それによ
って厚生年金制度は所得再分配機能を持つよ
うになり，定額部分の給付水準は当時の生活
保護の基準を上回る水準で定められた．もう
一つの特徴としては，保険料を低い水準に抑
えつつ 5年ごとに保険料を引き上げる，いわ
ゆる修正積立方式に置き換えたことである．
従前の完全積立方式を断念し，給付費の負担
の一部が後世代に先送られる賦課方式の要素
を加味することになったのである．この時期
の日本はまだ若い人口構造を持っていて，し
かも制度は未成熟の段階で加入者が受給者を
大きく上回る状況であった．したがって，年

金財政安定化より制度の再建のほうがより重
要な課題で，賦課方式を併用する改革によっ
てその目的を達成した．こうした戦後の新厚
生年金法は，第 2次世界大戦中に全体主義的
社会政策の一環としての労働者年金制度が，
福祉国家型年金保険の内容に新たなものへと
置き換えられたと評価できる（矢野，2012）．
戦後，日本は厚生年金制度を再建するとと
もに，全国民をカバーする，いわゆる国民皆
年金の達成への関心が既に高まっていた．そ
して 1959 年には，無拠出制の福祉年金が設
けられ，すでに老齢になっていた高齢者に扶
助的な給付が行われることになった．続いて
1961 年には，自営業者と農林漁業者など被
用者年金の未適用者全員を対象に新たな国民
年金制度が設けられた．この制度は既存の厚
生年金制度とは別の制度として発足され，同
じ社会保険方式を採るが，定額保険料と定額
給付というベヴァリッジ型に近いものであ
る．厚生年金と同様に，積立金を年金特別会
計により運用し，給付費の一定割合を国庫負
担で賄うことにした．こうして日本は 1960
年代初め一早く全国民を対象とする皆年金が
達成されたのである．とはいえ，当初から全
国民を一つの年金制度に適用させることを志

出所：筆者作成

図 1　日韓の皆年金の達成までの経緯
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向したものの，厚生年金と国民年金が別の制
度になったことが特徴である３）．

3.1.2　 韓国の公的年金制度の形成期：1970
年代～ 1990 年代

以下で述べる韓国の福祉年金法は，まさに
日本の 1954 年の新厚生年金の体制を参考に
して作られたといえる．1973 年に制定され
た福祉年金法は，加入対象を 1種加入者と 2
種加入者にわけて，前者は事業所の労働者を
対象とし強制加入の義務をづけ，後者は 1種
加入者以外の自営業などを任意加入として規
定している．老齢・障害・遺族年金の 3種類
の給付，社会保険方式， 労使折半の保険料，
給付は定額部分と比例部分から成る仕組みな
ど当時の日本の厚生年金とほぼ類似なもので
あった．また積立金の運用に関する審議をす
るための基金運用委員会を設置し，運用方法
は国債の引受・国民投資基金による預託，基
金増殖事業あるいは国民福祉増進事業などが
法律で定められている．しかし，後述するよ
うに，給付費に国庫負担が投入されないこと
は日本の仕組みと大きく異なる点である．
1973 年の国民福祉年金法は，韓国の最初の
公的年金制度に関する法案である意義を持つ
ものの，施行には至らなかった４）．また，
1970年代初めは重化学工業の育成計画が次々
に発表されているなか，同法は年金積立金を

その投資財源の調達の一環として制定された
という評価も見逃してはならない５）． 
無期間延期された国民年金福祉法は 1986
年に同法を若干修正した国民年金法として施
行されるようになった．従前の 1種・2種の
区分を消し去って，まず 10 人以上の事業所
の被用者を対象としスタートした．制度の発
足当時には全ての国民をカバーするのでな
く，適用および管理などが容易な事業所から
施行し，漸次的に適用範囲を拡大して行く戦
略であった．制度の導入を滑らかにするため，
保険料は 3％の低い水準に設定し，修正積立
方式が採択された６）．1988 年という導入時期
はドイツに比べれば約 100 年，日本に比べれ
ば約 45 年以上遅れていた．そして，現在 40
年加入の満額の年金受給者が出始めていない
比較的に若い制度であることが韓国の公的年
金制度の大きな特徴と言える．
時間差はあるものの，韓国でも被用者以外
の者に公的年金制度を適用させるという動き
があった．そして 1996 年 7 月には農漁村地
域に，1999 年 4 月には都市地域にまで適用
範囲が広げられた．この被用者以外の加入者
を国民年金地域加入者と呼び，既存の国民年
金事業所加入者と同一の制度に組み入れるこ
とになった．すなわち，管理・運営上には国
民年金事業所加入者と国民年金地域加入者と
の区分が設けられているが，国民年金という

出所：筆者作成

表 1　日韓の形成期における公的年金制度の比較
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単一の制度に一元化された仕組みを採ったの
である．ただし，専業主婦や学生などに関し
ては強制加入でなく任意加入を認めており，
完全な皆年金とはいえない．しかも，無所得
者や低所得者になった場合に保険料納付の義
務が一時的に免除される納付例外制度が設け
られており，国民年金地域加入者の半分が納
付例外者になっている．また，国民年金制度
が現役世代に向けた貯蓄的な性格をもってい
て，既に老齢になった高齢者は依然として家
族などのインフォーマルな領域に放置されて
いた．
以上の内容を整理すると，表 1のようにな
る．

3.2　再編期における比較
3.2.1　パラダイマティックな改革
日本は 1970 年代後半から，少子高齢化の

進展による年金財政の問題，産業構造や職業
構造の変化による各制度の成熟度の違い，分
立された各制度間の格差や不均衡など様々な
問題が浮き彫りになった．こうした問題に対
応するために，1985 年に従前の国民年金，
厚生年金，共済年金の定額部分を統合する基
礎年金の導入など大きな改革が行われた７）．
この改革によって基礎年金の定額部分を一
階，それに上乗せて厚生年金・共済年金の報
酬比例部分を二階，といった現在の 2階建て

の公的年金制度の骨格を整えたのである．広
井（1999）は，この基礎年金の導入によって，
当初ドイツ型社会保険システムとして出発
し，次第にイギリス的な普遍主義的方向に移
行していったと評価している８）．
韓国の場合は，2000 年代に入って国民年
金制度から排除される者や高齢者の貧困，そ
して年金財政の持続可能性など様々な問題が
浮き彫りし，2007年に大幅な改正が行われた．
パラメトリックな改革によって給付水準を大
幅に引き下げると同時に , 無拠出制の基礎老
齢年金制度が新たに設けられ，2008 年から
施行された．この制度によって既に高齢者に
なって国民年金に加入できなかった 65 歳以
上の高齢者に対しミーンズ・テストを通じて，
国民年金加入者の最近 3年間の月平均報酬額
の 5％に相当する給付を行うことになった９）．
また付則としてその水準を 2028 年に 10％ま
でに段階的に引き上げることにしたのであ
る．同制度は 2014 年に基礎年金に置き換え
られ，給付水準の 10％まで引き上げや国民
年金の定額給付と連動させる装置などの改革
が行った．財源は国庫負担で賄い，中央政府
と地方政府が分担する税方式の仕組みであ
る．結果的に現在韓国の公的年金制度は，社
会保険方式の国民年金制度と，無年金者・低
年金者に対して給付を補足する税方式の基礎
年金で構成されるようになった． 

出所：筆者作成

図 2　日本（上）と韓国（下）の公的年金制度の体系
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図 2 は，以上の歴史的な発展経路を経て現
時点に至った両国の公的年金制度の体系を比
較したものである．職域別に比較すれば，日
韓の各年金制度をマッチングすることができ
る．まず，日本の厚生年金と韓国の国民年金
の事業所加入は被用者を対象とする制度であ
る．次に，日・国民年金と韓・国民年金地域
加入は被用者以外の自営業者等を対象とする
制度である．一方，両国の基礎年金は同じ名
称であっても，その在り方は相当違っている
ことが分かる．

OECDの分類によれば，日本の厚生年金
と韓国の国民年金（事業所と地域）の所得比
例部分と 2階になっている．そして，1階部
分の基本的給付については，日本は基礎年金
のみでなされ，韓国の場合は国民年金の定額
部分と補足的な給付として基礎年金が組み合
わせている．

3.2.2　パラメトリックな改革
戦後，欧米諸国では福祉国家の拡大に伴い，

公的年金制度はカバレッジ拡大や給付水準の
引き上げなどによって膨張していた．しかし
がら 1980 年代に入ると，アメリカやイギリ
スなどを筆頭に，福祉国家の再編の試みが広

がった．グローバリゼーションと高齢化にと
もなう公的年金制度の持続可能性を問いなが
ら，給付水準の適正化や支給開始年齢，そし
て公的年金から私的年金へのシフト等の改革
が行われた．こうした流れは日本と韓国の公
的年金制度の改革についても深く関わるもの
である．本節では日韓におけるパラメトリッ
クな改革を検討する．
表 1は，日韓のパラメトリックな改革の主
な内容を整理したものである 10）．その特徴を
みると，第 1に給付水準の大幅な削減と支給
開始年齢の引き上げが目立つ．両国で最初に
使われた手法で，日本の標準世帯の所得代替
率は 1985 年 70%程度の水準から最後に 50%
までに引き下げると見込まれる．同様に，韓
国の標準加入者の所得代替率は，1988 年制
度の発足当時 70%であった．それ以降，2度
にわたる改革によって引き下げられ 2028 年
に 40%までに低下することになっている．
また，支給開始年齢は 60 歳から 65 歳までに
引き上げられた．そこで，経過装置を置き段
階的に引き上げられ，実際 65 歳になる時期
は，日本の厚生年金の場合は男女それぞれ
2025 年と 2030 年で，韓・国民年金は 2033
年からになっている．

出処：駒村 (2015)　p.150　により作成　

表 2　日韓のパラメトリックな改革
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第 2 に，保険料について日本の場合は
2004 年以前は財政再計算による財政均衡の
観点から 1999 年改正を除き，継続的に行わ
れていた．また 2004 年度の改革によって毎
年段階的に引き上げられ，今後一定の水準に
固定されることになった．それに対し，韓国
の場合はこれまで保険料の引き上げは行われ
ておらず，比較的に低い水準で抑えられてい
る．第 3に，スライド率について日本の場合
は名目賃金上昇率から手取り賃金上昇率に，
既裁定の年金給付について賃金上昇率から物
価上昇率に，最後にはマクロ経済スライドが
導入された．これらのスライド方式の変更は，
いずれも給付水準を抑制するものである．韓
国の場合は，従前 10％以上の物価の変動の
みスライドされたものを 1998 年改正によっ
てその変動幅との関係なしに調整される自動
物価連動方式に変更され，今まで日本のマク
ロ経済スライドのような給付を抑制する措置
は導入されていない．

3.3　財政方式の変遷
続いて，日韓の年金制度の財政方式につい
て比較を動態的に試みる 11）．まず財源の運営
にかかわる財政方式で現在両国とも修正積立
方式あるいは修正賦課方式を採っていること
が共通している 12）．日本の場合は，1942 年
の労働者年金制度は完全積立方式が採用され
た．そこでは，保険料の収入は積立金という
項目で積み立てられ，収支相当の原則に従っ
て将来に予想される給付費をカバーできる水
準に設定された．しかしながら，敗戦ととも
に積立金が失われ，戦後新厚生年金法により
保険料の水準を平準保険料水準より低い水準
に抑えつつ修正積立方式に変更することにな
った．1950 年代には受給者より加入者のほ
うがはるかに多く，修正積立方式と言っても
巨額の積立金が積み上がっていた．1980 年
代に入ると，年金制度が成熟化していくなか，
少子高齢化の進展や経済低迷によって給付費
は増加し保険料収入は減少していた．その結
果，高齢世帯の給付費を現役世帯の保険料収
入から賄う世帯間扶養を基礎とすると修正賦
課方式への転換が行われることになった．こ

こで修正といったのは，ある程度の積立金を
保有し積立方式が完全に廃止されなかったか
らである．要するに，日本の公的年金制度を
辿ると，完全積立方式から修正積立方式へ，
そして修正積立方式から修正賦課方式への移
行していて，ますます賦課方式の要素が加味
されていくパターンが見られる．韓国の場合
は最初から修正積立方式を採用し，現在まで
公式的に修正積立方式で運用されている．日
本の経験に照らしてみれば，少子高齢化にと
もない，受給者が本格的に増えて成熟化する
と賦課方式の要素がもっと強調され修正賦課
方式に変わっていく傾向が予測される．また，
こうした財政運営方式は積立金の度合いや運
営に直結するものであり，積立金の運用は日
韓ともに重要な役割を果たしていることが共
通している． 
次に，財源の調達にかかわる財政方式，つ
まり社会保険方式と税方式について比較す
る．両国とも社会保険方式を基本とした保険
料の収入が主な財源である．とはいえ，日本
の場合は労働者年金制度から，国庫負担で給
付費の 10 分の 1が賄われることにしていた．
これは，戦後厚生年金制度にもつづき，また
国民年金制度にも給付費の一部を国庫負担に
することになっていた．1985 年の改革によ
って共通の定額部分である基礎年金の導入に
よってこの比重が 3分の 1に統一され，また
2004 年の改革によって 2009 年度からは 2分
の 1までにさらに引き上げられた．給付財源
に税で賄う比重がますます高くなるパターン
が導かれる．韓国の場合は，最初から純粋な
社会保険方式，つまり給付費に国庫負担の義
務はづけられていなかったのである．2000
年代に入って基礎老齢年金と基礎年金が設け
られその給付費に税源が投入されることにな
った．しかしながら，ミーンズテスト付きの
給付であるゆえに，その規模はそれほど大き
くないし，今後もその比重が急増することは
限られていると言える．にもかかわらず，韓
国でも年金財政において国庫負担の比重が高
くなるパターンがあるのは確かである．
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4．考察

4.1　 雁行形態論：皆年金とパラメトリック
な改革

両国の公的年金制度は皆年金という基本理
念に基づいて各制度を確立してきた．そこで，
現時点で後発国である韓国は日本モデルをキ
ャッチアップしており，公的年金制度はすべ
ての国民をカーバする制度を整えることにな
った．そのキャッチアップ過程の特徴をみる
と，全般的に雁行形態論が支持されることが
確認される．韓国の制度形成期において，当
時の日本の厚生年金制度が移転され，同じく
一般被用者を対象として社会保険を基本とす
るいわゆるビスマルク型の年金制度から始ま
った．それ以降，日本の国民年金制度が移転
され韓国の国民年金地域加入制度が発足し，
被用者以外の者に適用範囲が広げ皆年金を達
成したのである．こういった雁行形態的発展
は他の社会保障制度にも認められる．Kown
（2008）は日本，韓国，そして台湾を分析対
象とし 3 ヵ国の間に，医療保険制度と介護保
険制度の発展過程において雁行形態的発展が
みられると結論づけている．日本が先駆けて
新しい制度を導入すれば，後発国である韓国
や台湾は政策学習と政策移転を通じて，順次
に似通った制度を導入したのである．
また，再編期においても同様なパターンを
見出すことができる．1998 年と 2007 年に行
われた韓国の改革の内容をみれば，1985 年
から 5年ごとに行われた日本のパラメトリッ
クな改革の内容とほぼ類似している（表 3）．
そこで，韓国の場合は保険料の引き上げやマ
クロ経済スライドなどの改革案は行われてい
ないものの，それは時間差に由来すると考え
られる．韓国の公的年金制度はまだ成熟度が
低く，今後制度が成熟していくるなか，高齢
化にともない本格的に受給者が出始めれば，
ふたたび財政問題が顕在化する可能性が高い
からだ．そこで，韓国の年金財政が逼迫する
場合，保険料の引き上げやマクロ経済スライ
ドのような装置の導入などが選択肢になると
いえる．実際，2013 年財政計算の見通しが

行われた当時，自動安定化装置の導入は保険
料の引き上げとともに財政安定化をはかる改
革案として議論が始められ，今後も続くと予
想される．

4.2　制度の多様性
ある社会政策が移転される際には，受けれ
る側の歴史的な経路や国内条件など社会構造
への適合性（Goodness of fit）を考慮したう
えで，移植の可能性を模索する．そこでアク
ターの自発的行為により，政策手段としての
プログラムの内容は導入目的や意図によって
変容させることも可能である．受け人れる側
の文脈のなかで制度のプログラムが準拠国家
と如何に異なっているかを検討することによ
って，それぞれの国家の制度を特徴づけるこ
とができ，また政策の多様性の存在を認める
ことができる．以下では，各年金制度の設計
やプログラムのレベルで，日韓の公的年制度
の設計における相違に焦点あてて比較し，そ
れが持つ意義について考察する．
第 1には，韓国の一元化の制度と日本の分
立された制度の違いが挙げられる．韓国は
1996 年に農民等へ，1998 年に自営業者へも
適用が拡大される際，既存の制度に繰り入れ
単一の制度で運営することになったのであ
る．日本の場合は，こういう課題が既に
1950 年代に国民年金制度を創設する際に議
論され，結果として既存の厚生年金とは別の
制度が設けられたのである 13）．したがって日
本の社会保障制度の核心である国民皆年金保
険・皆年金体制は「混合型社会保険」によっ
て構成されているのに対して，韓国の場合は，
いうならば「単一型社会保険」によって構成
されているという点に，日韓の重要な違いを
見出すことができる（金，2016）．
第 2には，同じ基礎年金の名称であるもの
の，その設計や機能は相当違っていることで
ある．日本の基礎年金は 1985 年の改革によ
って国民年金，厚生年金，共済年金の定額部
分の給付を統合されたものであり，その一本
だけで基礎的給付を行っている．それに対し，
韓国の基礎年金制度はミーンズテスト付きの
扶助的なものであり，国民年金の定額部分と
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合わせて 2つの給付が組み合わされて基礎的
年金を行っている．またその基礎年金に投入
される国庫負担の在り方についても違いがあ
ることに注意を要する．というのは，日本の
基礎年金はすべての国民を対象とする普遍的
な給付であるのに対し，韓国の基礎年金制度
は無年金者あるいは低年金者のみを対象とす
る，選択的な給付を行っているからである．
しかしながら，ミーンズテスト付きの給付で
あるゆえに，その規模はそれほど大きくない
し，今後もその比重が急増することは限られ
ていると言える．

4.3　政策的含意
両国の制度に類似点が多いことはは，類似
な課題を抱えていることを示唆する．たとえ
ば，自営業者等の日本の国民年金と韓・国民
年金地域加入制度については保険料の納付率
の低下や，日・厚生年金と韓国の国民年金事
業所加入制度に関しては非正規労働者の増加
による年金空洞化の問題は両国ともに抱いて
いる課題である．また低年金者・無年金者に
よる高齢者の貧困問題，年金財政の持続可能
性と世帯間公平性など多くの課題を共有して
いる．とはいえ，両国の制度には相違点も存
在するので，共有している課題に対処する政
策も異なっていると考えられる．
公的年金制度の目的の一つとして，最も重
要なものは高齢貧困への対処が挙げられる．
そして OECDの分類でも示されているよう
に一階部分は所得再分配機能を果たして基礎
的給付が保障されなければならない．またそ
のために，社会保険方式を基本としつつ，一
定の国庫負担が投入されることが正統化され
ると考えられる．そこで，現行の日本の基礎
年金制度の設計と国庫負担のあり方を韓国の
それに照らして，今後の改革の方向性につい
て政策的な選択肢を提案する．
現在日本における基礎年金の給付費用は，
保険料財源と税財源の組み合わせによって賄
われている． 仮に，すべての国民が制度に
加入しており，また保険料を納めてるとすれ
ば，基礎年金の国庫負担は普遍的な給付であ
るといえる．しかしながら，現実的には基礎

年金は保険料の納付実績を条件として給付さ
れることになっている．こういった仕組みは
純粋な社会保険方式でなく，また完全な普遍
主義モデルでもない，両者の折衷的性格をも
っている．されに，2分の 1の保険料財源は，
基礎年金拠出金の形で，定額保険料の国民年
金と定率保険料の厚生年金から賄われ，その
拠出と給付の関係は複雑で不明瞭であると指
摘されている（西沢，2008）．言い換えれば，
社会保険が持つべき所得再分配機能がどうの
ように働いているか見えにくくなったのであ
る．それに対し，韓国の場合はミーンズテス
ト付きの基礎年金を国庫負担で賄い，国民年
金は純粋な社会保険方式で，その費用負担方
式は比較的に明瞭である．つまり，前者は応
能負担によって，後者は応益負担によって賄
われているといえる．
日本の場合は，基礎年金の国庫負担を 2分
の 1まで引き上げによって，その財源を賄う
ための消費税を 5％から 8％へ引き上げ，そ
の財源の一部が基礎年金の財源に取り組まれ
た．この増税を議論する際，消費税の逆進性
が問題になった．そこで軽減税率などの議論
もあったが，支出側からより所得再分配を強
化する方向であれば，逆進性は緩和できると
いう合意に至ったのである．このように逆進
的な消費税の引き上げによって，所得再分配
のための社会保障財源を賄うという逆説的な
状況が生じている（諸富，2015）．現在日本
の基礎年金の費用負担方式の仕組みによれ
ば，さらなる逆進性を持たらすことになる．
その給付が十分であるか否かとは関わらず，
税を通じて所得再分配機能を強化するという
社会保障の基本的な考え方に反すると考えら
れる．
このような問題意識から，日本では一早く
さまざまな年金改革案が提案されてきたので
ある．基礎年金を全額税財源で賄う完全税方
式への移行や最低保証年金制度の導入を試み
たものの，施行までは至らなかった．基礎年
金の全額税方式や最低保証年金が国の財政を
圧迫するということであれば，韓国の基礎年
金制度のように低所得高齢者向けの最低所得
保障を行うことが一つの選択肢になりうる．
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年金給付に税を投入する根拠が，主として高
齢者への生活支援のためであれば，支援の必
要性に乏しい裕福な高齢者を含めて一律に税
金負担の年金給付を支給している現行制度
を，上に薄く，下に厚い形になるように抜本
的に見直さざるをえない．駒村（2015）は，
年金制度改革の第 1段階で，高所得高齢者に
給付している基礎年金のうち国庫負担分を支
給停止や年金課税を強化し，それらの財源を
もとに低所得高齢者に向けて，基礎年金に年
金加算をただちにおこなうことを一つの選択
肢として提案している．この提案はまさに韓
国の基礎年金の仕組みであり，日本の今後の
改革において示唆となると思われる．

おわりに

本稿は政策移転からみた日本と韓国の公的
年金制度の成立と発展について比較分析を行
った．日本と韓国の年金制度は似て非なる典
型的なケースであるといえる．そして似てい
るというのは，韓国の国民年金制度が日本の
モデルを参考にし作られていたからだ．一方，
非なるというのは，制度を移転する際に，韓
国の経済・社会・政治的な状況によって元の
制度が一部変更あるいは修正されることに起
因する．形成期における韓国の公的年金制度
は当時日本の厚生年金と国民年金を学び，ま
た再編期においては，類似なパラメトリック
な改革が行われた．したがって，韓国の今後
の公的年金制度の課題，とくに年金財政の持
続可能性に対する解答を求める際，先駆けで
ある日本が歩んできた政策のな用途効果に関
して一層関心を持つべきである．一方，日本
のモデルを模倣して設計された韓国の国民年
金制度は，文脈化によって日本とは異なる点
も残されている．一元化のモデルと基礎年金
の在り方が代表的なものである． 一元化モ
デルとは，職種を問わずすべての人が同じ制
度に加入し，所得が同じなら同じ保険料，同
じ給付を行うという所得比例年金である．し
かしながら，自営業者などを対象とする国民
年金地域加入制度は，所得に応じて保険料が

決まる仕組みであるため，所得税におけるク
ロヨン問題と同様に，自営業者の所得捕捉率
の問題が起こる．その結果，国民年金制度が
もっている所得再分配機能を歪めると指摘さ
れている．またその加入者の半分が保険料を
納付できない納付例外者になっている．この
ことは，一元化のモデルが必ずしも解決には
ならないことを意味する．こういった文脈で
韓国は無拠出の基礎年金が設けられ，年金給
付を補足することになったのである．日本の
基礎年金の国庫負担のあり方は，韓国のそれ
と比べて，その費用負担原則は複雑で不明瞭
であり，税財源を通じて社会保険制度の所得
再分配機能を強化する原理が見えにくくなっ
ている．そこで韓国の基礎年金制度は日本に
示唆することがあると考えられる．
国際比較研究を通じて他国の制度や政策と
の共通点と相違点を確認し，自国の制度の特
徴を明らかにするとともに，今後改革の方向
について有益な教訓を引き出すことができ
る．本稿は今後同じ課題に対する解答を求め
る際，日韓相互に，有効な教訓を引き出しあ
るいは政策的な含意を導くための諸研究の基
礎的な資料として役に立つと期待される．

注
１） “国民年金制度は国民福祉年金法に基づいて一
部の法律を修正した国民年金法をもって施行
されたため，その内容は国民福祉年金法が当
時多く参考した 1970 年代初の日本の厚生年金
制度と良く似てるようになりました……”（国
民年金研究院，2013；筆者訳）．また，“1973
年 1 月 12 日大統領は年頭記事会見で社会保障
制度の樹立の意図を明らかにした．……保健
社会部は……社会保障年金制度の施行法案を
1月 23 日大統領の年頭巡視の際に報告した…
…この時の案は社保審で発刊した ‘社会開発 2
集長期計画’ と日本の厚生年金保険及び健康
保険を多く参照したのである……”（国民年金
公団，1998；筆者訳）．

２） 代表的な研究として，武川・イ（2006），金
（2008），金編（2010）等が挙げられる．

３） 厚生年金，国民年金以外に船員保険，また各
種の共済組合など年金制度が職域別に分立さ
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れていた．
４） 当時オイルショックなど経済的な理由から無
期限に延期され，実際施行されたのは 15 年後
の 1988 年であった． 

５） 社会保障制度の実施と並行し集まる年金基金
で国家の投資財源を確保して経済開発を促し
……これは資本蓄積が十分でなかった当時の
わが国（韓国）の経済状況の下で，先立って
年金制度を施行していた日本が年金積立金を
公共投資と政策金融に使うことによって高度
成長期の基礎を形成させたという評価が，年
金制度の立案過程で幅広く受けられていたた
めである．（国民年金管理公団，1998 年；筆
者訳）

６） 1988 年に 3％から 5 年毎に 3％引き上げられ
1993 年に 6％，1998 年以降は 9％．

７） 1985 年の改革は，基礎年金の導入と共に，給
付水準の適正化などのパラメトリックな改革
も重要な改革案でおり，これについては次節
で述べる．

８） 一方，こういう 2階建ての構造とは異なる観
点から捉えるものもある．西沢（2008）によ
れば，基礎年金は「制度」というより，「会計
上の概念」とでも呼んだん方が実態に即して
いると主張している．また駒村（2015）は，
国民年金とは「加入」形態であり，基礎年金
とは国民年金加入者が「受け取る共通の年金」
の名称であると述べている．

９） Palacios and Palacios and Knox-Vydmanov

（2014）は高齢者を対象として無拠出制の現金
給付を定期的に行う年金を Social Pensionと
定義している．これは基礎生活保障制度（日
本の生活保護制度に該当するもの）とは区別
される公的年金制度の体系の下で，新たな年
金制度として認められる．

10） 概念の定義が異なるから絶対的な値の比較に
関しては注意すべきである．たとえば，給付
水準を表す指標である所得代替率の定義につ
いて，日本は標準的世帯を想定しているが，
韓国は標準的個人のもとで定義される．した
がって，絶対的な値を比較することでなく，
それぞれの国における値の変化を検討したも
のである．

11） 通常，公的年金制度の財政方式という場合に

は，賦課方式と積立方式を指す．ともいえ，
同用語は社会保険方式と税方式を表すことも
ある．そして，本稿では両者を明確に区別し，
前者を財政調達方式と後者を財政運営方式と
命名する．

12） 修正賦課方式と修正積立方式を区別する明確
な基準はない．両者とも賦課方式と積立方式
を併用しているが，本稿では前者が後者より
賦課方式の程度が相対的に強いとの意味で使
われている．

13） こうした韓国の国民年金制度は，2009 年度の
民衆党の公的年金改革案の一つの柱である所
得比例年金と類似である．すなわち，韓国の
国民年金制度は職種を問わずすべての人が同
じ制度に加入し，所得が同じなら同じ保険料，
同じ給付を行う制度である．
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